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1. 研究目的

近年インターネット広告の活用、特に YouTube をはじめとする

動画配信プラットフォームの活用が盛んになっている

(Goodrich, Schiller, & Galletta, 2015)。本研究の目的は、こ

の動画配信プラットフォームに独特な新しい広告手法、タイアッ

プ・コンテンツ (以下 TC) が消費者の製品認知・態度・購買意図

に与える影響を議論することである。TC とは、日々インフルエ

ンサーが投稿するコンテンツと同形式であり、企業から援助を受

け制作されたと明示される製品紹介コンテンツである。

TC に対する実務家の関心の高まりに比して、TC の有効な管理

法についての研究蓄積は不十分である。これに加えて理論的にも、

TC はアーンド・メディアの性質が強いのか、ペイド・メディア

の性質が強いのか、その位置づけが不明瞭である。本研究は、理

論的にも実務的にも重要性が高いにもかかわらず、十分な研究蓄

積が行われていない TC に着目して議論する。具体的には、TC と

広告とで消費者に与える影響がどのように異なるのか、また両者

が消費者に対して同時に提示された場合に、消費者に与える影響
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がどのように変化するかについての交互作用効果を議論する。

2. 研究課題・仮説

オンライン・プラットフォーム上のインフルエンサー・広告に注目した既存

研究では、コンテンツの持つ情報量・楽しさ・信頼度が、消費者の認知・態度・

購買意図に影響を与えると議論されている (Dao, Le, Cheng, & Chen, 2014; 

Dehghani, Niaki, Ramezani, & Sali, 2016; Goodrich et al., 2015; Lou & Yuan, 

2019)。本研究では、(1)TC と広告でこれらの変数間関係がどのように異なるか、

(2) 両者が同時に提示される環境で、同一製品を紹介した場合と異なる製品を

紹介した場合とで変数間関係がどのように異なるかを議論する。

2-1. TC と広告が消費者に与える影響

コンテンツの情報量・楽しさ・信頼度が製品認知の向上に与える影響は、TC

と広告とで有意な差が生じないと考えられる。メディアと消費者行動の関係に

ついて議論した Colicev et al. (2018) は、利用されるメディアの違いによっ

て消費者の購買意図や態度が有意に変化することに対し、認知は全てのメディ

アで共通に高まることを指摘している。これを踏まえると以下の仮説が導出で

きる。

H1-1：TC と広告のどちらも同程度に製品認知を向上させる。

情報量の多さは、TC のほうが広告よりも消費者の態度向上につながる可能

性が高いと考えられる。消費者は、製品に関する情報のなかでも、自分に関連

性が高く、有用性が高いものをわかりやすく伝えられたときに製品態度を向上

させる (Milne & Gordon, 1993; Siau & Shen, 2003)。TC と広告を比較すると

消費者は、能動的に視聴する意思決定をした TC の情報を、より自身に関連性

の高いものだと評価すると予想される。これに加えて、インフルエンサーが企

業とは異なる第三者視点で発信した情報のほうが、より有用でわかりやすいも

のと消費者から知覚される可能性が高いと考えられる (Choi & Rifon, 2002)。

楽しさは、TC と広告とで消費者の態度向上に与える影響が異ならないと予

想される。消費者は製品が紹介されたコンテンツを楽しむ経験を通して、製品

に対する態度を向上させる (Fischer & Reuber, 2011)。態度向上のきっかけ

である楽しみの程度を統制すれば、TC と広告とで消費者に与える影響は差異

が生じないと考えられる。
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信頼度が消費者の態度向上に与える影響についても、TC と広告とで異なら

ないと予想される。コンテンツ発信者の属性に応じてコンテンツの信頼度は変

化しうるものの、コンテンツの信頼度が消費者の態度に与える影響は一定であ

るためである (Choi & Rifon, 2002)。

こうした考察を踏まえると、以下の仮説が導出される。

H1-2a: 情報量の側面おいて、TC は、広告よりも紹介された製品に対する消

費者の態度向上効果が大きい。

H1-2b: 楽しさの側面おいて、TC と広告とで、紹介された製品に対する消費

者の態度向上効果は有意差が生じない。

H1-2c: 信頼度の側面おいて、TC と広告とで、紹介された製品に対する消費

者の態度向上効果は有意差が生じない。

情報量が消費者の製品購買意図に与える影響については、与えられる情報の

属性によって消費者の反応が異なると考えられる。製品と関連性が高い情報で

あれば、TC のほうが広告よりも購買意図向上効果が大きいと予想される。消

費者は、製品と関連性の高い情報を与えられることで購買意図を高める (Dao 

et al., 2014)。しかしその程度は、消費者の製品に対する態度に情報量が与

える影響で予想したことと同様の理由から TC のほうが高いと考えられる。こ

れに対して、製品と関連性の低い情報であれば、広告のほうが態度向上に与え

る負の効果が大きいと予想される。製品と関連性の低い情報を与えられた消費

者は、わずらわしさを覚え、その結果として製品への反応を悪化させる可能性

が高い (Goodrich et al., 2015)。この傾向は、TC と広告を比較すると、広告

のほうが強いと予想される。そもそも消費者は、必ずしも製品情報を獲得する

ことを主目的として TC を視聴するわけではない。これに対して、広告を視聴

するとき消費者は、広告が紹介する製品に注目することとなる。こうした前提

条件を踏まえると、製品と関連性の低い情報を与えられることに対するわずら

わしさは、広告を視聴した場合により強く知覚されると考えられる。

楽しさが消費者の製品購買意図に与える影響は、TC と広告とで差異が生じ

ないと考えられる。楽しさが消費者の購買意図を向上させる経路は、(1) 製品

態度を向上させ購買意図を向上させる経路と、(2) 製品を詳細に評価すること

なく購買意図を向上させる経路の 2通りが存在する (Batra & Stayman, 1990; 

Schwarz, Bless, & Bohner, 1991)。いずれの経路であっても、コンテンツの

楽しさが消費者の心理状態に働きかけて製品への欲求を高めるという点につい
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ては差異がなく、楽しさを統制すれば TC と広告が消費者に与える影響は異な

らないと予想される。

信頼度が消費者の製品購買意図向上に与える影響は、TC と広告とで差異が

生じないと考えられる。信頼度は、消費者が知覚する製品の利点を増加させ、

知覚するリスクを低下させることから、購買意図向上につながっている

(Colicev et al., 2018)。消費者は、企業が発信した広告よりも、インフルエ

ンサーのメッセージを信頼できるものとして取り入れる (Macnamara, Lwin, 

Adi, & Zerfass, 2016)。これらを踏まえると TC のほうが購買意図向上につな

がるように思われる。しかし、発信者属性を統制した上で、コンテンツそのも

のの信頼度に注目すると、TC と広告とで消費者の購買意図向上に与える影響

は一定だと予想される。

上述の議論を踏まえると、以下の仮説が導出可能である。

H1-3a：情報量の側面において、TC は、広告よりも紹介された製品に対する

消費者の購買意図向上効果が大きい。ただし、製品に関連性が低い情報の場

合、広告のほうが、購買意図低下効果が大きい。

H1-3b：楽しさの側面において、TC と広告とで、紹介された製品に対する消

費者の購買意図向上効果は有意差が生じない。

H1-3c：信頼度の側面において、TC と広告とで、紹介された製品に対する消

費者の購買意図向上効果は有意差が生じない。

2-2. TC と広告の交互作用効果

インスタグラマーをインフルエンサーと捉え、投稿内容がファンに与える影

響を分析した Abidin (2016) は、インスタグラマーが日々の投稿の合間に行う

製品紹介を含んだ投稿は、企業の発信するメッセージよりも信頼性が高いもの

と評価されることから、ファンに与える影響が大きいと指摘している。しかし、

インフルエンサーが金銭によって製品紹介したと伝わったとき、金銭的なイン

センティブを受けることなく製品紹介した場合と比較して消費者の製品評価は

向上しない (Bergkvist, Hjalmarson, & Mägi, 2016)。TC の合間に同じ製品を

取り扱った広告が挿入されると、企業から金銭的なインセンティブを受け TC

が作成されたと視聴者が知覚する可能性が高まると予想される。たとえ企業と

インフルエンサーが倫理的な配慮から投稿されるコンテンツの冒頭で、コンテ

ンツが企業の金銭支払いや製品提供を受けて制作されたものだと明示した場合



89

であってもこの傾向は生じると考えられる。コンテンツを楽しんいる途中に企

業広告が挿入されると、コンテンツがインフルエンサーの意思に基づいて作成

されたというよりも、企業の営利目的に基づいて作成されたものだと消費者が

知覚すると予想される。これを踏まえると、以下の仮説が導出される。

H2-1: TC と広告の両方を活用し製品紹介を試みると、TC が消費者に与える

正の影響は低下する。

しかし、必ずしも複数のメディアで同一の製品を提示することが負の影響を

持つとは限らない。テレビやインターネット動画に注目して、異なるメディア

間の動画広告が視聴者に与える影響の相互作用を検討した Lim et al. (2015)

は、複数のメディアで同一の情報に触れた視聴者が情報に対する信頼を高める

と指摘している。これを踏まえると、TC で製品情報を得た視聴者が、動画に

挿入された広告で TC と同様の情報を目にしたとき、TC と広告の両者が発信す

るメッセージをより信頼できるものと評価する可能性がある。これを踏まえる

と以下の仮説が導出できる。

H2-2: TC と広告の両方を活用し製品紹介を試みると、広告が消費者に与え

る正の影響が向上する。

3. 研究方法

本研究では、TC と広告がそれぞれ消費者に与える影響と、両者を連動させ

て使用した場合に消費者の反応がどのように変化するか議論するにあたって、

実際の TC と広告データを用いてオンライン実験を実施した。具体的には、

YouTube にアップロードされた TC と広告を収集・編集したものを被験者に提

示し、質問紙調査によって両者の影響力・交互作用効果を測定する。TC と広

告が取り扱う内容は、属性が偏らないように注意した上で全 6種とした。得ら

れた回答データに対しては、共分散構造分析を実施した。

4. 研究結果

4-1. TC と広告が消費者に与える影響

得られた回答データを分析し、まとめたものが表 1 である。表 1 をみると、

TC、広告のいずれの場合であっても、情報量・楽しさ・信頼度は消費者の製品

認知に正に有意な影響を与えることが確認できる。各係数の大きさに差異はあ

るものの、その程度は相対的に小さい。したがって、仮説 1-1 は支持されたと
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評価できる。

情報量が製品態度に与える影響については、直接効果に注目すると TC と広

告の両方でどちらも情報量は有意な効果を持たないことが確認される。しかし、

間接効果・総合効果に注目すると、TC のほうが広告よりも情報量が製品態度

に与える正の影響は大きいことが確認された。この結果は、仮説 1-2a を支持

する結果だと考えられる。

楽しさが製品態度に与える影響は、TC と広告の両者で効果が異なることが

確認される。広告が楽しめるものであれば、消費者の製品態度が向上すること

に対して、TC 自体が楽しめる内容であったとしても、製品態度が直接的に向

上しないということが表から見て取れる。ただし、間接効果も含めれば、コン

テンツの楽しさは製品態度向上に寄与することが確認される。この意味で、コ

ンテンツの楽しさが消費者の製品態度向上に寄与するという先行研究の知見と

は矛盾しない。しかし、コンテンツが楽しいものであったとしても、製品認知

につながるような形で消費者を楽しませるものでなければ消費者の製品態度向

上につながらないという結果は、示唆に富んだものだと考えられる。TC 製作

者である YouTuber が製品紹介を通常のコンテンツに単純に付け加えることに

は効果がなく、コンテンツを見た消費者が製品を認知できるようにコンテンツ

制作を工夫する必要があると解釈できるためである。以上のような結果を踏ま

えると、仮説 1-2b は、完全には支持されないものの、部分的に支持されたと

考えられる。

TC においても広告においても信頼度は消費者態度を有意に向上させる。係

数に大きな差はなく、影響を与える正負も同一であることから、仮説 1-2c は

支持されたといえる。

情報量が消費者の購買意図に与える影響の直接効果に注目すると、TC と広

告のいずれも情報量が購買意図に対して有意に負の影響を与えていることが確

認できる。これに対して間接効果に注目すると、TC と広告のいずれでも情報

量が購買意図に対して有意に正の影響を与えていることが確認できる。この結

果が示唆すると考えられることは、製品に関係のある情報が多いほど購買意図

は向上し、製品に関係のない情報が多いほど購買意図は低下するということで

ある。TC と広告の係数の差と、これらの考察を踏まえると、仮説 1-3a は支持

されたと考えられる。

楽しさが消費者の製品購買意図に与える影響に注目すると、TC と広告の直
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接効果・間接効果のいずれでも正の関係が確認される。影響力の大きさの差異

は観察されるものの、他の変数間関係の係数の差異を考えると相対的に大きい

ものとは言えない。したがって仮説 1-3b は支持されたと考えられる。

信頼度が購買意図に与える影響に注目すると、直接効果では、TC と広告と

で結果が異なっている。どちらも負の関係性を示しているものの、広告では効

果が有意に現れていることに対して、TC では効果が有意となっていない。間

接効果の部分では、TC と広告の両方で信頼度が購買意図に対して正に有意な

影響を与えることが確認できる。この結果は、製品態度向上につながるコンテ

ンツの信頼度は、購買意図向上につながることに対して、製品とは関係ないコ

ンテンツの信頼度は、購買意図向上につながらないことを示している。この結

果は、仮説 1-3c を部分的に支持するものである。

4-2. TC と広告の交互作用効果

TC と広告とで異なる製品を紹介している場合には、TC の信頼度が製品態度

に正に有意の影響を与えていた。これに対して、TC と広告とで同一の製品を

紹介している場合には、TC の信頼度が製品態度に有意な影響を与えなくなっ

ている。これは仮説 2-1 を支持する結果だと考えられる。

これ以外にも、(1) 不一致条件では有意であった、TC における情報量が多け

れば製品認知が向上するという関係が有意でなくなり、(2) 不一致条件では有

意でなかった、広告における情報量が多ければ態度が向上するという関係が有

意となった。

一点目は、TC と広告が同じ製品を紹介するようになったことを受けて、様々

な要素を含む TC の内容の中でも特に、消費者が製品に注目するようになり生

じた変化である可能性が示唆される。TC で紹介されたものと同様な製品を紹

介する映像が広告の形で挿入されると、TC 内での製品の情報量にかかわらず、

消費者の注意が製品に集まると考えられる。この結果、TC と広告とで紹介さ

れる製品が一致するか否かに応じて、TC 内の情報量と製品認知の関係が変化

したものと予想される。

二点目は、広告が単なる広告ではなく、TC の延長として消費者に捉えられ

た結果生じた変化である可能性が示唆される。TC と広告とで紹介する製品が

一致しない場合には、15 秒の広告に製品情報を多数盛り込むと消費者の購買

意図が低下する。これは、15 秒の間に消費者が製品を認知し、態度形成し、
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購買意図を持つか否かの判断を下すに際して、豊富な情報が必ずしも正の効果

を持たないためである (Dehghani et al., 2016)。しかし、TC と広告とで扱う

製品が一致しているとき消費者は、広告視聴前に製品に対する認知・態度形成・

購買意図の判断の一部を実施していると考えられる。こうした条件においては、

広告が独立ではなく TC と同時に機能することから、情報量が態度向上に寄与

したと解釈できる。TC と広告が同一の製品を紹介することによって、広告が

独立で機能するものでなくなったと解釈することの妥当性は、楽しさと態度の

関係変化からも示唆される。

TC と広告とで紹介される製品が一致していない場合には、広告の楽しさが

態度向上に与える影響が正に有意であった。これに対して、紹介される製品が

一致した場合には、広告の楽しさが態度向上に与える影響が有意でなくなった。

これは、広告と TC を消費者が一括で捉えることから、楽しさを追求し消費者

の製品に対する関心を広告が独自に獲得する必要がなくなったためだと解釈可

能である。

上述の関係以外では、TC と広告で同一の製品を紹介する場合には、広告の

情報量が態度に与える正の影響が有意になったことと、広告の情報量が購買意

図に与える負の影響が有意でなくなったことが挙げられる。これらの変化は広

告に、製品に関する情報量を増やすことの正の効果が高まり、製品とは関係の

ない情報量を増やすことの負の効果が低下したと解釈可能である。どちらも

TC と広告が消費者から一括して捉えられることによって、広告の持つ時間的

制限が緩和され生じた結果であると示唆される。

こうした考察を踏まえると、仮説 2-2 が無条件で常に成立することはないと

考えられる。しかし、TC と同時に提示されることを意識して企業が情報量を

重視した広告制作を行えば、TC と広告を独立で利用した場合よりも、広告が

消費者に与える影響が大きくなる可能性が示唆されたと考えられる。

5. 議論

モデル分析の結果を踏まえると、顧客の態度・購買意図向上のためには、(1)

広告の場合、製品に関連する少数の情報を用いて消費者の楽しさを喚起するこ

とが、(2)TC の場合、消費者の楽しさを損なわない程度に製品情報をより多く

コンテンツ内に取り入れることが有効だと考えられる。

この結果は、企業がインフルエンサーとタイアップ企画を実施する場合に重
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要な示唆を与えるものである。企業は、楽しさを損なわない形で、紹介を依頼

された製品情報をコンテンツに取り入れることができるインフルエンサーを

パートナーとして選定し、タイアップ企画を実施する必要がある。

企業が広告を制作するに際しては、これまで運用してきた通常の広告に加え

て、TC と同時に消費者に提示されることを念頭に置いた広告を新たに制作す

る必要があるかもしれない。動画コンテンツと広告が同時に提示されると、本

研究が示唆するように消費者の広告の捉え方が変容し、これまで有効であった

楽しさを重視する広告内容よりも、情報量を重視する広告内容のほうが消費者

反応を向上させる可能性が高まるかもしれない。動画配信プラットフォームを

活用したインターネット広告の影響力が拡大する現況では、同一製品を取り扱

う動画コンテンツと広告が同時に視聴者の目に触れる事例が増大することと予

想される。したがって企業は、従来のテレビ向け広告を単純に動画配信プラッ

トフォームの広告にも転用するのではなく、情報量を充実させた専用の広告を

新たに制作することが望ましいと考えられる。

今後の研究課題としては、消費者が TC を視聴した場合に、その経験がどの

程度 TC 視聴後の広告視聴に影響を及ぼすかを検討することが挙げられる。本

表 1. モデル推定結果表1. モデル推定結果
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研究では、ある製品を紹介する TC を初めて視聴した消費者が、TC と同時に提

示された広告から受ける影響をどのように変化させるかを議論した。しかし

TC の視聴経験は、TC 視聴後に目にした広告が消費者に与える影響にも変化を

もたらすと予想される。これはクロスメディア研究で一部議論される内容では

あるものの、TC という新たな形式の製品紹介媒体の波及効果を議論するとい

う意味で重要な課題となると考えられる。
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